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2. ガバナンス 

 持続可能な社会への移行は長期間にわたるため、その間、事業者が、重要な環境課題に対し、組織として適

切な対応を一貫して継続しようとすれば、健全なガバナンス体制の存在が不可欠です。 

カバナンスの意義 

 ガバナンスは、組織の所有者が組織行動を制御するための仕組みであり、組織を目的達成に向けて適切に行

動するように誘導し、その長期的な維持・存続・発展を可能にするために採られる、全ての統治行為を指し

ています。 

 組織が株式会社の場合、所有者は株主であり、組織行動は経営者が主導するので、カバナンスは株主が経営

者の経営行動を統治する行為ということになります。ただし、会社組織において株主の利益を代表してガバ

ナンスの主体になるのは株主が選任した取締役なので、経営者の組織行動を統治するのは取締役になります。

なお、厳密にいえば、経営者が経営行動の一環として会社組織と従業員を統治する行為は内部統制であって、

ガバナンスには該当しません。 

 環境報告ガイドラインでは、ガバナンス情報を環境報告の記載事項としていますが、そのガバナンスの意味

する行為とは、「事業者の会社組織が、事業活動の直接的・間接的な環境に与える重大な影響を漏れなく識

別し、それらを適切に管理すること（重要な環境課題のマネジメント）により、持続可能な社会への移行プ

ロセスにおいて、自らも持続的な発展を遂げられるように、取締役会が必要な監督責任を果たすこと」です。 

 ガバナンスの効いている組織では、重要な環境課題のマネジメントを長期的に一貫して継続することが可能

になり、持続可能な社会で受け容れられるビジネスモデルの確立を容易にします。 

 事業者の組織が株式会社である場合、ガバナンスの主体は株主ですが、会社組織上は、株主によって選任さ

れた取締役を構成員とする取締役会がガバナンスの実行組織であり、重要な環境課題の管理権限を委譲され

た経営陣による、重要な環境課題のマネジメントに関する業務執行を監督します。 

図表 1 重要な環境課題のガバナンス体制 
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カバナンス情報の必要性 

 持続可能な社会への移行プロセスにおいて、重要な環境課題のマネジメントは、事業者の自社グループを中

心とする従来型の環境マネジメントよりも、時間的、空間的、また取引関係においても、著しく対象範囲の

拡大を迫られています。 

 それは重要な環境課題のマネジメントが持続可能な社会への移行と密接に関わっているからです。持続可能

な社会への移行が進めば、事業者は有限な資源・エネルギーへの依存から脱却を迫られることになり、その

状況への適応自体が重要な環境課題になる場合も少なくありません。また、環境規制の増加・厳格化や事業

者の環境マネジメントに対する社会的期待の増大によって、重要な環境課題のマネジメントは、質と量の両

面で事業者にとって負担の大きい業務になることが予想されます。 

 業種・業態・事業規模等の違いに関係なく、いかなる事業者も持続可能な社会への適応を回避することはで

きません。事業活動が持続可能な社会に適合しないものであれば、事業者の持続的な成長も困難になるため、

事業者の会社組織が長期的に維持・存続・発展を目指そうとすれば、ビジネスモデルの転換も含めて、持続

可能な社会への移行に向けた適応措置を講じる必要性が生じます。もちろん、環境配慮型製品・サービスを

主力に事業展開する事業者にとっては、持続可能な社会への移行が大きなビジネス機会をもたらすことも事

実です。 

 持続可能な社会への移行は長期間にわたって不規則に進展するプロセスです。そのため、重要な環境課題の

マネジメントにも長期的な視点が必要になり、戦略の見通すべき視野の範囲は、時間的に大幅な拡大を余儀

なくされます。また、重要な環境課題のマネジメントは事業者の全社的な組織行動なので、これを長期的に

一貫した戦略で継続しようとすれば、健全なガバナンス体制の確立が不可欠になります。 

 重要な環境課題のマネジメントは、事業者の自社グループを越えて、バリューチェーン全体に対象範囲を拡

大します。重要な環境課題は、事業活動の直接的な影響だけでなく、事業活動が間接的に環境に与える重大

な影響まで含むため、取引関係に起因してサプライチェーンで発生する環境課題や販売された製品・サービ

スの使用・廃棄段階で発生する環境課題も、事業者のマネジメントの範囲に含められる可能性があるからで

す。これが取引関係による対象範囲の拡大です。 

 重要な環境課題のマネジメント範囲を事業者の自社グループだけに留めるのであれば、事業者の負うべき環

境責任が他の経済主体に転嫁されて、そのマネジメントは十分に機能しなくなり、結果として、持続可能な

社会の実現も困難になります。こうした事態をもたらさないためにも、会社組織を持続可能な社会に適応さ

せるガバナンスの存在が必要です。 

 事業者が企業集団を構成する場合、事業者の自社グループを中心とする従来型の重要な環境課題のマネジメ

ントにおいても、事業者の自社グループの範囲には親会社だけでなく、原則として全ての子会社を含みます。

しかし、我が国の実務では、企業集団全体を一元的なマネジメントでカバーする事業者は、それほど多くな

いのが実情です。その上で重要な環境課題のマネジメントをバリューチェーン展開しようとすれば、各子会

社のバリューチェーンをマネジメント範囲に含めることになって、その範囲が空間的に拡大し、現場での対
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応は著しく困難になります。これもまた組織全体のガバナンスに帰着する問題なのです。 

 このように、重要な環境課題のマネジメントが適切に実施される前提として、健全なガバナンス体制の確立

が不可欠であり、ステークホルダーが環境報告を正しく理解しようとすれば、報告主体である事業者のガバ

ナンスは欠くことのできない重要な情報になります。 

 なお、報告事項として説明する3つの事項が、事業者のコーポレートガバナンス報告書等ですでに開示され

ている場合は、その旨を記述して、環境報告での記載を省略することが可能です。 

報告事項 

□ 事業者のガバナンス体制 ･･･ ① 

 コーポレートガバナンスに関する事業者の組織体制を説明します。その際、監査役会設置会社、指名委員

会等設置会社、監査等委員会設置会社等の会社法上の機関設計（詳細解説を参照）について説明すると共

に、ガバナンス体制の健全性に関する情報を付記します。 

 カバナンス体制の健全性は、事業者が採用した会社法上の機関設計が有効なガバナンスを提供しているこ

とを示す特性で、1) 会社組織における監督機能と業務執行機能の分離、及び2) 取締役会の独立性、によ

って説明します（詳細解説を参照）。 

 会社組織における監督機能と業務執行機能の分離では、1) 取締役会議長と代表執行役社長のような最高

経営責任者の兼務状況、2) 取締役会の構成メンバーのうち、業務執行役を兼務する取締役と兼務しない

取締役の人数を、それぞれ記載します。また、当初の機関設計では含む必要のない業務執行役員を、取締

役とは別に選任し、監督機能と業務執行機能を実質的に分離している会社の場合は、その旨を記載しま

す。 

 取締役会の独立性については、取締役会の人数、社外取締役の人数、独立役員に指定されている社外取締

役（詳細解説を参照）の人数を、それぞれ記載します。 
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開示例 

＊上記の開示例では、重要な環境課題のガバナンス体制とマネジメント体制を全体的に俯瞰できるように記載して

あります。その中の実線表示した部分がコーポレートガバナンス体制図になります。 

□ 重要な環境課題の管理責任者 ･･･ ② 

 事業者の環境課題全般を統括する、もっとも上位の責任者を、会社組織上の職名で記載します。氏名やそ

の他の属性を記載する必要はありません。 

開示例 

□ 重要な環境課題の管理における取締役会及び業務執行組織の役割 ･･･ ③ 

 ガバナンスは、事業者が持続的に成長できるように、株主が取締役会を通じて業務執行組織の行動を監視

する仕組みであるため、ガバナンスの説明に際しては、重要な環境課題への対応に取締役会がどのように

関与しているかを明確にすることが重要です。 

 まず、取締役会が重要な環境課題のマネジメントについて、どのように監督しているかを説明します。そ

の際に、1) 重要な環境課題のマネジメントについて、どの程度の頻度とルートで情報を入手しているか、

2) 重要な環境課題への対応に関して設定された目標の達成度をどのように監督しているか、3) 長期ビジ

ョンや中期経営計画を立案する際に、重要な環境課題をどのように配慮しているかについて、報告主体の

会社単体だけでなく、支配する企業集団全体に対する監督状況もわかるように言及します。 

 

・重要な環境課題の管理責任者はCSR委員会委員長を務める代表執行役社長です。 
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 指名委員会等設置会社、監査等委員会設置会社、または監査役会設置会社で取締役会に委員会を任意で設

置する会社であって、重要な環境課題のマネジメントに関する監督機能を、それらの各種委員会が所管す

る場合は、それらの委員会を前項の「取締役会」に読み替えます（以下同じ）。 

 経営責任者が重要な環境課題のマネジメントに関する権限を、環境委員会やCSR委員会等の他の業務執

行組織に委譲している場合は、その重要な環境課題のマネジメントを所管する業務執行組織（所管組織、

以下同じ）の役割を説明します。その際に、1) 所管組織の名称と会社組織上の位置付け、2) 所管組織が

重要な環境課題のマネジメント結果について経営責任者に報告する手順（報告しない場合は、その旨）、

3) 経営責任者が所管組織から報告を受けた重要な環境課題のマネジメント結果について取締役会に報告

する手順（報告しない場合は、その旨）に言及します。 

開示例 

 

 

  

【重要な環境課題のマネジメントに関する取締役会の役割】 

・持続可能な社会への早期適応と重要な環境課題の適切なマネジメントは当社の基本理念であり、そ

れらに関する目標は長期ビジョン及び中期経営計画に反映されています。 

・取締役の報酬制度は重要な環境課題のマネジメントに関する目標の達成度に連動しています。 

・取締役会は経営委員会から 4 半期ごとに重要な環境課題のマネジメント状況について報告を受けま

す。 

 

【重要な環境課題のマネジメントに関する経営委員会（執行役員会議）の役割】 

・持続可能な社会への適応戦略と重要な環境課題のマネジメントは、経営委員会の下に設置されたCSR

委員会が所管しています。 

・CSR委員会の業務遂行状況は、月に一回、経営委員会に報告します。 
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参考になる実例 

実例１ トヨタ自動車株式会社 

 

 

（出所）トヨタ自動車株式会社「Sustainability Data Book 2020」  
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実例２ 日本電信電話株式会社 

 

 

（出所）日本電信電話株式会社「NTTグループ サステナビリティレポート 2020 Data Book」 
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実例３ 住友林業株式会社 

 

 

（出所）住友林業株式会社「住友林業グループ サステナビリティレポート 2020」 

 

 

 

  


